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2026 年度神戸市食品衛生監視指導計画 

 
 

１ はじめに 

（１） 計画の目的 

この計画は、食品の製造、販売、輸入等の食品関係施設や食肉センター及び食

鳥処理施設に対する衛生確保を目的とし、神戸市が実施する監視指導に関する事

項を定めるものです。 

（２） 計画の位置づけ 

この計画は、食品衛生法（昭和 22 年法律第 233 号）第 24 条の規定により、国が

定めた「食品衛生監視指導指針」に基づく法定計画であり本市として食品衛生の

監視指導に関する事項について定めるものです。 

（３） 実施期間 

    2026 年４月 1日から 2027 年３月 31 日まで 

（４） 神戸市を取り巻く状況 

神戸市は、自然に恵まれた大都市であり、人口約 148 万人の一大消費地という特

徴があります。 

一方、自然に恵まれた田園地域では、都市近郊農業が盛んであり、また瀬戸内

海の水産資源を生かしての漁業も行われ、神戸ビーフやこうべ旬菜等に代表され

る農畜水産物が供給されています。 

そのような中で、食の安全・安心に関しては、腸管出血性大腸菌（O-157）など

の病原微生物やノロウイルスによる大規模な食中毒の発生、食物アレルギーによ

る健康被害及び食品の異物混入に対する不安等を解消し、食品の安全性と市民の

食品に対する信頼性を確保することが、市民の健康と安全な暮らしを支えるうえ

で重要となっています。 

     
２ 重点監視項目 

  事故が起こりやすい食品の製造・販売施設等に対して、全国的な事例や過去の事例に

照らして、次のとおり重点監視項目を定めて食品の安全確保に取り組みます。 

（１） 食中毒予防対策 

① 食肉類を原因とする腸管出血性大腸菌、カンピロバクター等による食中毒の予防 

    2025 年には、他自治体で加熱不十分なハンバーグが原因と推定される腸管出血

性大腸菌 O-157 による大規模な食中毒事例が発生しました。また、2024 年には、

本市でカンピロバクターによる食中毒事例が８件発生し、いずれも加熱不十分の

鳥肉を含む食事が原因と考えられました。これらをうけて、改めて食肉・食鳥肉

は中心部まで十分加熱して提供することを指導します。特に牛肉の生食用食肉に

ついては規格基準が設定されていること、牛の肝臓（レバー）及び豚の食肉（内

臓を含む）については生食用としての提供が禁止されていることから、重点的に

監視指導を行います。 

    また、市民には、食肉・食鳥肉及びジビエ（野生鳥獣肉）を生で食べた場合の危

険性を様々な情報媒体を通じ情報提供します。 

  ② ノロウイルスによる食中毒の予防 

    調理従事者の健康管理及び手洗いの励行のさらなる徹底が重要であり、併せて調

理器具の洗浄・消毒の徹底、二枚貝をはじめとする食品の十分な加熱等について

監視指導します。また、ノロウイルス食中毒の患者数が多くなる 11 月から３月の

期間に、食中毒等注意喚起情報を発信し、事業者及び消費者に注意を呼びかけま

す。 
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  ③ ふぐによる食中毒の予防 

    2025 年には、本市で自宅調理にてふぐの肝臓を喫食したことによる食中毒事例

が発生しました。これをうけて、ふぐの肝臓を含む有毒部位の提供は食品衛生法

により禁止されていることから、改めてふぐを取り扱う施設及び消費者に対し、

天然、養殖を問わず、一般にふぐの肝臓は有毒部位であり、決して提供又は喫食

しないよう指導及び周知を行います。 

（２） ＨＡＣＣＰ(危害分析重要管理点)に沿った衛生管理の実施 

ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理が制度化されたことにより、食品等事業者による自

主管理を中心とした衛生管理を推進します。 

ＨＡＣＣＰの考え方を取り入れた衛生管理が必要な施設に対しては、窓口での聴

取及び施設への立ち入り等により、実施状況を確認・指導します。また、一般社団

法人神戸市食品衛生協会（以下「（一社）市食協」という。）と連携し、厚生労働省

が内容を確認した手引書に沿った衛生管理計画の作成・実施に必要な支援を行いま

す。 

ＨＡＣＣＰに基づく衛生管理が必要な施設に対しては、施設への立ち入り等によ

り、営業者が作成した衛生管理計画及び手順書並びに衛生管理の実施状況の記録を

確認します。 

また、事業者が衛生管理計画を作成または見直しする際に参考となるよう、食品

衛生法において定められた規格基準以外に以下のとおり微生物に係る推奨値を食品

群別に設定し、事業者の状況や食品ごとの特性等を踏まえた監視を行います。 
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食品群 微生物に係る推奨値 

そうざい 

（加熱調理食品） 
生菌数：10 万/g 以下、大腸菌：陰性、黄色ブドウ球菌：陰性 

そうざい 

（未加熱調理食品） 
生菌数：100 万/g 以下、大腸菌：陰性、黄色ブドウ球菌：陰性 

生菓子 

（生鮮果実を含まず） 
生菌数：10 万/g 以下、大腸菌群：陰性、黄色ブドウ球菌：陰性 

生菓子 

（生鮮果実を含む） 
生菌数：100 万/g 以下、大腸菌：陰性、黄色ブドウ球菌：陰性 

豆腐 生菌数：10 万/g 以下、大腸菌群：陰性、黄色ブドウ球菌：陰性 

ゆでめん 生菌数：10 万/g 以下、大腸菌群：陰性、黄色ブドウ球菌：陰性 

生めん 生菌数：300 万/g 以下、大腸菌：陰性、黄色ブドウ球菌：陰性 

浅漬け 大腸菌：陰性、黄色ブドウ球菌：陰性、腸炎ビブリオ：陰性 

生食用鮮魚介類 生菌数：100 万/g 以下、大腸菌：陰性、黄色ブドウ球菌：陰性 

水産加工食品（加熱済

みで、喫食前に加熱し

ないもの） 

生菌数：10 万/g 以下、大腸菌：陰性、黄色ブドウ球菌：陰性 

 

（３） 大量調理施設の衛生対策の実施 

    調理従事者に対する衛生教育の自主的な実施、調理における監督・衛生管理を行

う食品衛生責任者に対する衛生講習会を受講するよう指導します。 

（４） 輸入食品の安全性の確保 

    中央卸売市場や量販店等での抜き取り検査の実施により、安全性を確認します。 

（５） 食品の適正表示の確保 

食品表示法において「消費・賞味期限と保存方法」、「アレルゲン」、「食品

添加物」、「遺伝子組換えである旨又は不分別である旨」等（衛生事項）を適切

に表示することが義務づけられていることから、従来どおり製造記録、自主検査

データ、分別生産流通管理（IP ハンドリング）証明書の記録等をもとに監視・指

導します。 

 

３ 自主的な衛生管理の推進及び（一社）市食協との連携 

食品等事業者が自ら行う衛生管理についての相談・助言等の支援や、（一社）市食協

が実施する食品衛生責任者養成講習会、食品衛生責任者実務講習会、食品衛生指導員研

修会への支援を行う等、自主管理の推進を図ります。 

（１） 食品等事業者による衛生管理の推進 

（２） （一社）市食協との連携事業の実施 

① 自主的な衛生管理の向上を目的として設立された（一社）市食協に対して必要
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な助言を行い、あわせて各業界団体と連携して食品等事業者の自主管理体制の確

立及びコンプライアンス意識の向上を図ります。 

② 食品関係事業者や一般市民に対する食品衛生の啓発事業を連携して行います。 

③ （一社）市食協が実施する食品衛生責任者養成講習会、食品衛生責任者実務講

習会、食品衛生指導員研修会への支援等を行います。 

（３） 食品衛生責任者の養成と資質向上 

 

４ 意見の交換（リスクコミュニケーション）の推進 

  市民や事業者といった立場によって考え方が異なる中で、食品のリスク対象及びそれ

への対応について、関係者間が情報・意見を交換し、その過程で相互理解や科学的根

拠に基づく考え方の理解を深めていくことが重要であることから、（一社）市食協と

連携しつつ、次のとおり食の安全・安心の確保に取り組みます。 

（１） 食の安全・安心普及啓発事業 

（２） 市民との情報交換 

（３） 市民への食品に関する正しい知識の普及 

  ① 家庭における食中毒防止 

② 食の安全・安心情報の提供 

 

５ 一斉取締りの実施 

通常監視のほか、細菌性食中毒が多発する夏期や食品流通量が増加する年末に実施す

る一斉取締りにおいては、国が示す方針を踏まえて監視指導を行います。また、ふぐや

生肉等といった健康被害が起こりやすい食品を取扱う施設を対象とした監視強化につい

て、各実施要領に基づき実施します。 

  ○食肉類生食提供施設監視期間（５月～８月） 

  ○食中毒予防特別期間（６月～９月） 

  ○夏期一斉取締り（７月） 

  ○ふぐ・かき取扱い施設監視期間（10 月～２月） 

  ○ノロウイルス食中毒予防特別期間（11 月～３月） 

○年末一斉取締り（12月） 
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６ 監視指導予定数と抜き取り検査予定数 

（１） 下表に基づき、ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の導入状況に応じて監視指導を行い

ます。なお、健康被害事案発生時等については随時立入を行います。 

区分 ＨＡＣＣＰの考え方を取り入れた衛生管理の実施施設 年間監視予定回数 

ａ 食中毒事故発生原因施設 ３回 

ｂ 

違反・不良食品等の原因施設 

１～２回 
特に食中毒事故を起こしやすい営業施設(生食肉提供施

設・ふぐ・かき取扱い施設等） 

ｃ 

飲食店（下記dの施設を除く）、許可を要する製造業及び販

売業（自動販売機による営業を除く）、学校給食等集団給

食施設 

0.2 回 

ｄ 

飲食店（主として酒類を提供する施設、露店、自動車及び

自動販売機）、その他ＨＡＣＣＰの考え方を取り入れた衛

生管理の実施施設 
状況に応じて 

随時立入 

認定小規模食鳥処理施設 

 

区分 ＨＡＣＣＰに基づく衛生管理の実施施設 年間監視予定回数 

ａ と畜場 常時 

b その他ＨＡＣＣＰに基づく衛生管理の実施施設 
状況に応じて 

随時立入 
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（２） 抜き取り検査の予定数は下表のとおりです。 
 

 
※１ 検査項目別検査予定数とは、採取したサンプルについてどのような検査を実施するかの延べ数 

を集計したもの。 
 ※２ 検査実施機関別検査予定数とは、検査項目別の検査をどこの検査機関が実施するかを集計した 

もので、その合計は検査項目別検査予定数の合計と一致する。 
※３ 油菓子については「菓子の製造・取扱いに関する衛生上の指導について」（昭和 52 年 11 月 16 
  日付け環食第 248 号）、割りばしについては「割りばしに係る監視指導について」（平成 19 年 11 
  月 13 日付け食安監発第 1113001 号・食安基発第 1113001 号）に基づいて指導を行います。 

 

７ 違反発見時の対応【図１参照】 

（１） 施設基準等の違反を発見した場合は、その場で改善を指導します。 

（２） 違反食品は、廃棄・回収等の速やかな措置を行い、必要に応じ行政処分を行いま 

す。 

（３） 処分内容、違反事例によっては、食品名・施設名・措置内容等を随時公表します。 

また、食品衛生法及び食品表示法の改正により、令和３年度よりリコール情報の

届出制度が開始され、食品等に関わる事業者が食品等の自主回収を行う場合、リ

コール情報を行政に届け出ることが義務付けられました。食品等事業者に対して

はホームページ等により周知を行い、届出があった場合には、国と連携しリコー

ル情報を公表します。 

 

８ 食中毒等健康危害発生時の対応【図２参照】 

  食中毒等が発生した場合は、関係機関が連携し、原因究明、危害拡大防止策を講じ、

迅速な情報提供を行う等対応します。 

また、食品衛生法改正により、特別な注意を要する成分等を含む食品による健康被

害が発生した場合には、事業者から行政へ、その情報を届け出ることが義務付けられ

ました。事業者に対してはホームページ等により周知を行い、届出があった場合には、

食 品 群 

※３ 

検査項目別検査予定数（延数）  ※１ 
検査実施機関別 
検査予定数 

（延数） ※２ 

微生物 
(ｳｲﾙｽを
含む) 

添加物 
残留 
農薬 

残留 
動物用 
医薬品 

環境 
汚染 
物質 

その他 
理化学 

健康科学
研究所 

食品衛生 
検査所 

食肉衛生 
検査所 

水 産 食 品 192 152 0 13 10 5 17 355 0 

食肉・食鳥肉 
及び食肉製品 

371 10 6 126 0 0 23 10 480 

食 鳥 卵 3 0 0 1 0 0 4 0 0 

乳及び乳製品 2 2 0 0 0 0 4 0 0 

野菜、果実、穀 
類、豆類、種実 
類等及びその 
加 工 品 

86 69 104 0 0 9 43 225 0 

そうざい等上記 
以 外 の 食 品 

177 119 0 0 0 42 148 190 0 

輸 入 食 品 
（ 再 掲 ） 

2 7 9 2 5 7 12 20 0 

容 器 ・ 包 装 0 0 0 0 0 14 14 0 0 

合    計 831 352 110 140 10 70 253 780 480 
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国に報告することで健康被害の拡大を防ぎます。 

 

９ 食品衛生に係る人材の養成及び資質の向上 

  食品衛生監視員、と畜検査員等関係職員に対して監視・検査技術の研鑚、最新の食品

製造技術等の専門的知識の習得を図るため、研修会を行うとともに、厚生労働省等が開

催する研修会、近畿府県市食品衛生監視員研修会や検疫所との相互研修等に関係職員を

参加させ、情報の収集や事例の発表を通じて情報の共有化、職員の資質の向上に努めま

す。また、大規模集団食中毒事件等の対応については、的確で迅速に処理できるよう、

健康危機事案の発生を想定した研修を必要に応じて実施し、職員の健康危機対応能力の

向上を図ります。 

 

10 計画の実施体制について 

（１） 健康局における各組織の担当業務 

  ① 衛生監視事務所、食品衛生検査所、食肉衛生検査所は監視指導を実施します。 

  ② 健康科学研究所、食品衛生検査所、食肉衛生検査所は食品等の検査を実施します。

検査を実施するにあたり検査実施機関は、信頼性確保部門による内部点検の定期

的な実施、外部精度管理調査の定期的な受検等、これらの機関の技術向上及び信

頼性確保のための取組を実施します。 

（２） 関係部局との連携 

① 神戸市内で生産される農畜水産物について、残留農薬やＢＳＥに関しての生産地

指導等を行う兵庫県農林水産部、家畜保健衛生所等や本市の所管部局である経済

観光局と食品の安全性確保に関する情報交換を行う等連携を図っていきます。 

② 食品の表示に関しては、「食品表示法」及び「神戸市消費生活条例」を所管する

地域協働局消費生活センターとも連携を図っていきます。 

（３） 国等関係機関との連携 

① 国（厚生労働省、検疫所、近畿厚生局）と連携した輸入食品の安全確保に努めま

す。 

② 他の自治体と連携して国内で製造・販売される食品の安全確保を図るとともに、

違反食品の迅速な排除等、健康被害の発生、拡大の防止に努めます。 

③ 食品表示法に基づく食品表示に係る事例に関して、国（消費者庁、農林水産

省）・他の自治体と連携し、適正な食品表示の確保に努めます。 

（４） 広域的な食中毒事案発生時の関係機関との連携 

 広域的な食中毒事案が発生した場合には、広域連携協議会を活用して国や他の

自治体と情報共有し、食中毒患者等の広域にわたる発生又はその拡大を防止する

ために必要な対策について協議します。 

 

11 監視指導実施状況の公表 

  年度ごとの実施状況の概要を翌年度の６月頃にホームページ等により公表します。 
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図 1 

 

飲食店等 消費者 

輸入業者 製造（加工者） 

生産者 

（農業・漁業） 

卸売業者 

（中央卸売市場内の

業者を含む） 

小 売 販 売 店

（ ス ー パ ー

マーケット 

小売商店等） 

保健所が表示

内容や保存温

度等も監視し

ます。 

通常時の 

食品の流れ

違反食品回収の流れ

回収時の食品の流れ

保健所(食品衛

生検査所)が全

国から集まった

食品の監視や検

査（微生物検

査・理化学検査

等）を実施して

います。 

輸入食品は、

検疫所で書類

審査や検査を

受けていま

す。 

保健所が食中

毒防止のため

の啓発を行い

ます。 
 

 

  

神戸市 
監
視
指
導
（
施
設
や
食
品
の
取
扱
い
）
、
食
品
の
抜
き
取
り
検
査
を
計
画
的
に
実
施 

 食品衛生法では、微生物や化学物質(添加物や

残留農薬)の許容量、保存温度等の規格・基準、 

食品表示法では、表示事項の基準を定めていま

す。 

 衛生面で問題のある食品が流通しないよう

食品の製造(加工)者、輸入者、販売者に対

して、施設や食品の取り扱いについて監視

指導するほか、食品の抜き取り検査を計画

的に実施し、市場に流通している食品を

チェックします。 

チェックの結果、規格・基準に違反した 

食品(違反食品等)を発見した場合 

違反食品と同一ロット食品について 
 
① 発見先での販売を禁止します。 
② 発見先に対し、仕入先、販売先、販

売量、在庫量を調べます 
③ 製造（加工）者、輸入者を管轄する

保健所(衛生監視事務所)に通報しま
す。 

④ 製造（加工）者、輸入者に対し、販
売等を禁止するともに、製造量、販
売先、販売量、在庫量等の流通調査
を行い、流通品の回収を命令し、命
令が厳守されているかを確認しま
す。（健康被害が生じる場合等は公
表します。） 

⑤ 他の流通先(販売店)を管轄する保健
所(衛生監視事務所)に通報し、回  
収等が確実に行われているか確認し 
ます。 

⑥ 製造(加工)者、輸入者に対し違反の 
原因究明を指示するとともに違反の 
再発防止のための監視指導を行いま 
す。農薬の残留基準違反の場合には 
関係自治体に通報の上、農林部局に 
よる農薬の適正使用指導を要請しま 
す。 

衛生監視 

事務所 

①東部 

②西部 

 

食品衛生検

査所 

 

食肉衛生検

査所 

 
健康科学 
研究所 

 

食品衛生課 

食品の監視及び違反食品等への対応 

※上記の違反食品の措置以外に、製造（加

工）者、輸入者等の業者自らが不良食品を自

主回収する場合があります。 

通報、連絡調整 

神戸市健康局 
食品衛生課 

保健所 

衛生監視事務所 

食品衛生検査所 

食肉衛生検査所 

全国の自治体

（都道府県等）

の本庁部局 

保健所等 

製造者、輸入者が神戸市外に所在する場合等は、その地
域を所管する自治体に通報し、違反食品が流通しないよう

にします。 
他自治体が、製造者等が神戸市内に所在する違反食品を

発見した際には、神戸市に通報があり、④、⑤、⑥の措置

を神戸市が行います。 

国（厚生労働

省、消費者庁） 
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食中毒は、その原因となる食品を喫食することによって発生します。 
原因食品には、食中毒を起こす病因物質が含まれています。 

① 喫食 

病因物質には、微生物（細菌、ウイルス等）、化学物質（ヒスタミン等）、寄生虫(アニサキス、クドア・セプテンプ
ンクタータ等)、自然毒（ふぐやキノコの毒等）等があります。その種類によって、症状や発症状況が異なります。 

② 発症 

食中毒と思われる症状がありましたら、できるだけ医療機関を受診してください。 ③ 受診 

保健所(衛生監視事務所)が探知すると、調査を開始します。 

調査は主に保健所衛生監視事務所が担当します。患者や患者と同じ食品を食べた可能性がある人、原因食
品を提供又は製造・加工した施設等を調査し、状況により検便や食材等の検査を行います。 

保健所(衛生監視事務所)が採取した便や食材等の検体は、健康科学研究所で検査します。 

調査対象施設や患者の所在が神戸市外の場合は、管轄の都道府県市に調査を依頼します。広域的な食中
毒が発生した際は、広域連携協議会において、関係機関と緊密に連携し調査します。 

⑤ 調査 

⑦ 連携 

④ 探知 

⑧ 措置 調査の結果、食中毒と判明して、原因施設が特定された場合は、食中毒の拡大防止と再発予防のため、営業
停止等の行政処分や必要な指導を行います｡ 

⑥ 検査 

図２ 

食中毒発生時の対応体制（概略） 

健康科学研究所 

検査の実施 

⑥検査依頼
結果報告

医師会等 

医療機関への 
情報提供 

⑦協力依頼 
情報収集 

①施設で喫食
又は 
製品を喫食 

  

⑤情報収集 

⑤調査・検査 
⑧指導・行政処分 

⑤調査・検査

④届出

④通報 

④届出 

衛生監視事務所 
事件の調査 

検査検体の採取 

営業者の指導等 

食品衛生課 
 

食中毒防止対策
等の立案等 
 
関係部局、他都
道府県市等との
連絡・調整 

保 健 所 

広域連携協議会 

連携 
⑦調査依頼 

調査結果報告 

 

連携 
⑦大規模食中毒、広域発生時等 

の報告・連携 
厚生労働省 

 

消費者庁 

健康局 

 

 

  

食中毒患者 
及び 

関係者等 

原因施設 
飲食店 
食品製造所等 

医療機関 
診察・治療 

 

 
②発症 

③受診 

（検疫所、厚生局を含む） 

都道府県市 

神戸市 


